第１号様式（第６条関係）
令和　　年　　月　　日　
東京都知事　殿

東京都運輸事業者向け燃料費高騰緊急対策事業支援金交付申請書兼状況報告書

標記支援金の支給を受けたいので、次のとおり関係書類を添えて申請及び報告します。

１　申請事業者の情報
	法人の方

	
	本店所在地
	〒
	
	―
	
	
	都・道
府・県
	
	市・区
町・村

	
	
	

	
	法人名
	

	
	代表者職名
	

	
	代表者氏名
	

	
	資本金の額又は
出資総額
	
	常時使用する
従業員の数
	

	
	法人番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



	個人事業主の方

	
	自宅住所
	〒
	
	―
	
	
	都・道
府・県
	
	市・区
町・村

	
	
	

	
	フリガナ
	

	
	氏　名
	

	
	生年月日
	大・昭・平
	
	年
	
	月
	
	日



日中連絡先
	フリガナ
	
	電話番号
	

	氏　名
	
	
	

	メールアドレス
	





２　支援金の交付申請額
	円


（申請額内訳）
	区　　分
	基本額
（Ａ）
	事業の用に供する車両の数
（Ｂ）
	計（（Ａ）×（Ｂ））
＝（Ｃ）

	一般貨物自動車運送事業
特定貨物自動車運送事業
	23,000円
	台
	円

	貨物軽自動車運送事業
	8,000円
	台
	円

	一般乗合旅客自動車運送事業
	35,000円
	台
	円

	一般乗用旅客自動車運送事業
	12,000円
	台
	円


※事業用に所有または使用している車両のみ

３　振込先　（預金通帳の見開きページのコピー等を添付してください。）
	金融機関名
	
	銀行
信金・信組　　　　　　　　　　　　　
農協
	金融機関
コード
	
	
	
	

	支店名
	
	本店　　　　　　　　　　　
支店
	支店コード
	
	
	

	種　別
	　☐　普通  ☐　当座
	口座番号
（右詰め）
	
	
	
	
	
	
	

	口座名義人
カタカナ
（※）
	＊通帳の表紙を１ページめくった中表紙の見開きのカタカナで記載のもの



※口座は、法人の場合は「１　申請事業者の情報」に記載した法人名義の口座、個人事業主の場合は申請者本人名義の口座を指定してください。
（次ページへつづく）

４　宣誓・同意事項
次の項目に宣誓又は同意する場合に、チェック印（ ✔ ）を入れて下さい。（該当する全ての項目に✔の印が必要です。）
	✔
	No.
	項　目

	
	１
	令和６年10月１日から令和６年11月15日まで、事業に必要な許可等を有した上で事業を継続して実施しており、今後も事業を継続する意向があります。

	
	２
	本申請内容に虚偽があった場合、支援金交付決定の取消し及び返還について異議を申し立てません。

	
	３
	申請内容は、交付要綱の規定に基づく適正なものであることを誓約します。

	
	４
	東京都から、報告・立会検査等の求めがあった場合は、これに応じます。



５　添付書類チェック表
添付した書類にチェック印（ ✔ ）を入れて下さい。（該当する全ての項目に✔の印が必要です。）
	✔
	No.
	項　目

	
	１
	申請対象車両一覧（第２号様式の１、第２号様式の２又は第２号様式の３）

	
	２
	（貨物運送事業）　一般貨物自動車運送事業若しくは特定貨物自動車運送事業に係る許可書又は貨物軽自動車運送事業に係る届出書等の写し
（乗合バス事業）　一般乗合旅客自動車運送事業に係る許可証等の写し
（タクシー事業）　一般乗用旅客自動車運送事業に係る許可証等の写し

	
	３
	法人事業概況説明書の写し（法人の貨物運送事業者及びタクシー事業者のみ）

	
	４
	履歴事項全部証明書の写し（法人の貨物運送事業者及びタクシー事業者のみ）

	
	５
	申請車両の自動車検査証記録事項又は紙の車検証のいずれかの写し

	
	６
	支援金振込先の口座に関する情報（金融機関名、口座番号、名義人等）が分かる書類（預金通帳の見開きページの写し等）

	
	７
	誓約書（第３号様式）

	
	８
	確認書（第４号様式）（※コミュニティバスを運行している場合のみ）



６　状況報告
	✔
	項　目

	
	[bookmark: _GoBack]申請対象車両一覧（第２号様式の１、第２号様式の２又は第２号様式の３）に記載した車両について、令和６年10月１日において保有し、又は使用しており、事業の用に供していたことを報告します。



1
